
JP 2014-214426 A 2014.11.17

10

(57)【要約】
【課題】掘削チップの先端部に、耐摩耗性及び耐欠損性
を高いレベルで両立させて付与できる掘削チップ及びこ
れを用いた掘削工具を提供すること。
【解決手段】ＷＣ及びＣｏを含んで作製された柱状のチ
ップ本体を有し、前記チップ本体の軸方向に沿う先端部
は、先端側へ向かうに従い縮径するように形成され、前
記チップ本体の先端部には、Ｃｏを主成分とし、長さが
５～２５μｍとされたバインダープール２０が複数設け
られ、前記先端部の単位面積あたりに含まれる前記バイ
ンダープール２０の数が、該先端部における外面近傍よ
りもそのチップ内側で少なくされていることを特徴とす
る。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ＷＣ及びＣｏを含んで作製された柱状のチップ本体を有し、
　前記チップ本体の軸方向に沿う先端部は、先端側へ向かうに従い縮径するように形成さ
れ、
　前記チップ本体の先端部には、Ｃｏを主成分とし、長さが５～２５μｍとされたバイン
ダープールが複数設けられ、
　前記先端部の単位面積あたりに含まれる前記バインダープールの数が、該先端部におけ
る外面近傍よりもそのチップ内側で少なくされていることを特徴とする掘削チップ。
【請求項２】
　請求項１に記載の掘削チップであって、
　前記チップ本体には、Ｃｒ、Ｎｉ、Ｖ、Ｔａ、Ｎｂ、Ｔｉ、Ｚｒ、炭化物、複合炭化物
から選択される少なくとも１種以上の添加材が含まれることを特徴とする掘削チップ。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の掘削チップであって、
　前記チップ本体の先端部の外面には、先端側へ向けて凸となる断面凸曲線状の刃先面が
形成され、
　前記刃先面の曲率半径Ｒの、前記チップ本体の外径Ｄに対する比Ｒ／Ｄが、０．４５～
０．５５の範囲内とされ、
　前記バインダープールは、前記チップ本体の先端部の外面からチップ内側へ向けた０．
１Ｄ～０．１５Ｄｍｍ以下の範囲では、顕微鏡視野における単位面積８００μｍ×１００
０μｍあたりに２０～２００個形成されていることを特徴とする掘削チップ。
【請求項４】
　請求項１又は２に記載の掘削チップであって、
　前記チップ本体の先端部の外面には、先端側へ向けて凸となる断面凸曲線状の刃先面が
形成され、
　前記刃先面の曲率半径Ｒの、前記チップ本体の外径Ｄに対する比Ｒ／Ｄが、０．３０～
０．４０の範囲内とされ、
　前記バインダープールは、前記チップ本体の先端部の外面からチップ内側へ向けた０．
１Ｄ～０．１５Ｄｍｍ以下の範囲では、顕微鏡視野における単位面積８００μｍ×１００
０μｍあたりに２０～２５０個形成されていることを特徴とする掘削チップ。
【請求項５】
　請求項１又は２に記載の掘削チップであって、
　前記チップ本体の先端部の外面には、先端側へ向けて凸となる断面凸曲線状の刃先面が
形成され、
　前記刃先面の曲率半径Ｒの、前記チップ本体の外径Ｄに対する比Ｒ／Ｄが、０．２０～
０．３０の範囲内とされ、
　前記バインダープールは、前記チップ本体の先端部の外面からチップ内側へ向けた０．
１Ｄ～０．１５Ｄｍｍ以下の範囲では、顕微鏡視野における単位面積８００μｍ×１００
０μｍあたりに３０～３００個形成されていることを特徴とする掘削チップ。
【請求項６】
　工具軸線回りに回転される工具本体と、前記工具本体の工具先端面に突設された複数の
掘削チップと、を備えた掘削工具であって、
　前記掘削チップとして、請求項１～５のいずれか一項に記載の掘削チップを用いたこと
を特徴とする掘削工具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、掘削チップ及びこれを用いた掘削工具に関するものである。
【背景技術】
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【０００２】
　一般的な建設工具（掘削工具）において現在主流となっているのは、鋼製のホルダー（
工具本体）の先端に超硬合金製の刃先チップ（掘削チップ）を取り付けたものである（例
えば下記特許文献１を参照）。掘削工具の使用条件は、例えば切削加工等に用いる他の超
硬工具のように「決まった被削材に、決まった切削条件で工具を使用する」といった事は
ほとんど無く、多様な岩石等（地盤）に対して、多様な掘削条件で用いられるのが常であ
り、そのため、幅広い使用環境に耐えうるような掘削チップが必要になる。また掘削工具
は、破砕（衝撃加重）によって対象物を掘削する事が一般的であり、他の超硬工具よりも
耐欠損性・耐摩耗性を高く求められる傾向がある。
【０００３】
　掘削チップを構成する超硬合金は、ＷＣ（炭化タングステン）とＣｏ（コバルト）の混
合体である。この中でもＷＣが超硬合金たる高硬度を有した物質であり、ＷＣ同士のつな
ぎとなるものが結合相のＣｏである。ＣｏはＷＣとのぬれ性に富みＷＣの結合材として最
適なことは広く知られている。尚、Ｃｏは軟質な物質の為、ＷＣよりも靭性に優れている
。超硬合金の特性はＷＣの粒径と結合相の含有量によって決定され、一般的には、ＷＣの
粒径が小さい場合や結合相の含有量が少ない場合には単位面積当たりの硬度が高められ、
耐摩耗性は向上する反面、靭性に関しては低下する。一方、ＷＣの粒径が大きい場合や結
合相の含有量が多い場合には靭性が増し、耐欠損性に優れる反面、硬度を高めることは難
しくなる。このバランスを調整する事で、必要用途（掘削対象）に応じた超硬合金製の掘
削チップを製造している。尚、超硬合金の摩耗の形態としては、前述の結合相が被削体（
地盤）との接触によって摩耗し、ＷＣ同士の結合が外れることで進んで行く。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１２－１２７０６２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　一般的に、上述した耐摩耗性と耐欠損性とは相反するものであり、掘削チップの硬度を
高めていくことで、耐摩耗性はこれに比例して向上するが、耐欠損性については反比例し
て低下する。また、掘削チップの靱性を高めていくことで、耐欠損性はこれに比例して向
上するが、耐摩耗性については反比例して低下する。そのため、この種の掘削チップにお
いては、耐摩耗性と耐欠損性とを、共に高めることに改善の余地があった。特に掘削チッ
プでは、上述したように掘削対象が多様であり、また掘削に衝撃を伴うことから、耐摩耗
性及び耐欠損性を高いレベルで両立させることが要求されていた。
【０００６】
　ところで、このような超硬合金製の掘削チップは、原料作製工程、プレス成型工程、焼
結工程をこの順に経ることで得られる。掘削工具の超硬チップ（掘削チップ）を製造する
場合、上記プレス成型工程において、下記の問題が生じていた。
　すなわち、ボタンチップ等の掘削チップは、そのチップ本体が円柱状をなしているとと
もに、該チップ本体の先端部は、先端側へ向けて縮径する半球状等に形成されている。こ
のような掘削チップは、チップ本体の軸方向に沿ってプレス成型されるが、該チップ本体
の先端部は上記した形状によりプレス圧が分散されやすく、内部に空隙（ポア）が生じや
すかった。このようなポアは、特に打撃工具である掘削工具の掘削チップにとって、チッ
プ破壊の起点となりやすく、該掘削チップの耐欠損性を低下させてしまうことから好まし
くない。
【０００７】
　そこで、掘削チップの焼結方法としてシンターＨＩＰ（Ｓ－ＨＩＰ）処理を用いること
で、上記ポアをなくす手法が考えられる。すなわち、Ｃｏの液相が発生するような温度下
でチップを加圧するＳ－ＨＩＰ処理を施すことによって、ポアを消失させることが可能に
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なる。しかしながら、単純にＳ－ＨＩＰ処理を施した場合、チップ内部ではＷＣとＣｏと
が等間隔となるように規則的に配列され、組織が均一化されて、掘削チップのうち特に掘
削に寄与する先端部において、高水準の耐摩耗性及び耐欠損性を付与することは難しかっ
た。
【０００８】
　本発明は、このような事情に鑑みてなされたものであって、掘削チップの先端部に、耐
摩耗性及び耐欠損性を高いレベルで両立させて付与できる掘削チップ及びこれを用いた掘
削工具を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　このような課題を解決して、前記目的を達成するために、本発明は以下の手段を提案し
ている。
　すなわち、本発明の掘削チップは、ＷＣ及びＣｏを含んで作製された柱状のチップ本体
を有し、前記チップ本体の軸方向に沿う先端部は、先端側へ向かうに従い縮径するように
形成され、前記チップ本体の先端部には、Ｃｏを主成分とし、長さが５～２５μｍとされ
たバインダープールが複数設けられ、前記先端部の単位面積あたりに含まれる前記バイン
ダープールの数が、該先端部における外面近傍よりもそのチップ内側で少なくされている
ことを特徴とする。
　また本発明は、工具軸線回りに回転される工具本体と、前記工具本体の工具先端面に突
設された複数の掘削チップと、を備えた掘削工具であって、前記掘削チップとして、上述
の掘削チップを用いたことを特徴とする。
【００１０】
　この掘削工具の掘削チップは、チップ本体の先端部が、先端側へ向かうに従い縮径する
ように例えば半球状等に形成されており、原料作製工程、プレス成型工程、焼結工程を経
て作製される。掘削チップは、チップ本体の先端部が上記形状とされていることにより、
プレス成型工程において前記先端部でプレス圧が分散されやすくなり、該先端部の内部に
は複数の空隙（ポア）が形成されることになる。これらのポアは、長さが５～２５μｍ程
度とされており、チップ本体の先端部における外面近傍よりもそのチップ内側で単位面積
あたりに含まれる数が少なくなるように形成されている。
【００１１】
　そして、本発明の掘削チップでは、チップ本体の先端部における上記ポアを、Ｃｏを主
成分とする「バインダープール」に置き換えるという特別な構成（手法）を用いたことに
より、作製後の掘削チップに、耐摩耗性及び耐欠損性を高いレベルで付与することが可能
となった。
　具体的に、このような掘削チップは下記のように作製される。すなわち、原料作製工程
及びプレス成型工程を経て、チップ本体の先端部内にポアが複数形成された状態で、一次
焼結を行った後、シンターＨＩＰ（Ｓ－ＨＩＰ）処理又はＨＩＰ処理を施すことにより、
結合相である軟質のＣｏを、液状にし又は塑性変形させて、上記ポアをつぶすように該ポ
ア内に移動（充満）させる。これにより、チップ本体内においてポアは消失し、該ポアに
代わって、長さが５～２５μｍとされた上記バインダープールが複数形成されることにな
る。
　尚、本明細書でいう「長さが５～２５μｍ」とは、例えば、光学顕微鏡等による顕微鏡
視野（対象物の平面視又は断面視）におけるバインダープール（又はポア）の大きさ（最
大長さ）を指している。
【００１２】
　このように、ポアを置換して（つぶして）バインダープールが形成されることで、従来
、ポアが起点となって生じていたチップ破損が顕著に抑制されることになる。さらに、バ
インダープールは、軟質の結合相（軟質相）とされていることから、掘削時における打撃
の衝撃吸収部、並びにチップ本体の先端部外面に生じたクラックの進展抑止部として作用
し、掘削チップの耐欠損性を顕著に向上させる。
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　そして、例えば光学顕微鏡等の顕微鏡視野における単位面積あたりに含まれるバインダ
ープールの数が、チップ本体の先端部における外面近傍よりもそのチップ内側で少なくさ
れているので（つまり前記外面近傍においてバインダープールの数が最大となっているの
で）、上述した衝撃吸収部及びクラック進展抑止部としての作用が外面近傍で高められる
とともに、衝撃やクラックの進展がチップ内側に伝わることが顕著に抑制されて、掘削チ
ップの耐欠損性が大幅に向上される。
【００１３】
　また、バインダープールは、チップ本体の先端部内において不規則に配置されたポアに
置き換わって形成されているから、該バインダープール以外の部位ではＷＣによる硬質相
がやはり不規則な配置で形成されていて、これにより、チップ本体の先端部に高いレベル
の硬度を付与することが容易となり（つまり硬度の最大値を高めやすくなり）、この掘削
チップは耐摩耗性にも優れたものとなっている。
【００１４】
　このように、本発明では、チップ本体の先端部にあえてポアを生じさせるとともに、該
ポアをバインダープールに置き換えることで消失させ、これに伴いチップ内部ではＷＣと
Ｃｏとが不等間隔となるように不規則に配置され、組織も不均一化されて、チップ組織中
の各部で耐摩耗性及び耐欠損性の両特性が変化するような構成を有することになり、チッ
プ全体として前記両特性を高い水準で維持することが可能になる。これにより、掘削チッ
プのうち特に掘削に寄与する先端部において、所望の耐摩耗性及び耐欠損性を付与するこ
とが容易となった。
【００１５】
　以上より、本発明の掘削チップ及びこれを用いた掘削工具によれば、掘削チップの先端
部に、耐摩耗性及び耐欠損性を高いレベルで両立させて付与することができる。
【００１６】
　また、本発明の掘削チップにおいて、前記チップ本体には、Ｃｒ、Ｎｉ、Ｖ、Ｔａ、Ｎ
ｂ、Ｔｉ、Ｚｒ、炭化物、複合炭化物から選択される少なくとも１種以上の添加材が含ま
れることが好ましい。
【００１７】
　この場合、原料作製工程でチップ本体の成分として添加元素や添加炭化物（添加材）が
加えられることで、作製後の掘削チップを構成する超硬合金の結合相はＣｏ基合金となり
、その強度、耐食性等を向上させることが可能になる。このような添加材として、Ｃｒ（
クロム）、Ｎｉ（ニッケル）、Ｖ（バナジウム）、Ｔａ（タンタル）、Ｎｂ（ニオブ）、
Ｔｉ（チタン）、Ｚｒ（ジルコニウム）、炭化物、複合炭化物のいずれか１種以上が用い
られている。尚、前記炭化物としては、例えばＣｒ３Ｃ２（二炭化三クロム）、ＴｉＣ（
炭化チタン）、ＺｒＣ（炭化ジルコニウム）等が挙げられる。また、前記複合炭化物とし
ては、例えばＴａＮｂＣ（炭化タンタル－ニオブ）等が挙げられる。
【００１８】
　具体的に、結合相の主元素（主成分）であるＣｏに、上記添加材から選択される少なく
とも１種以上が添加されることでＣｏ基合金が形成され、結合相を強化することが可能で
ある。このように結合相が強化されることで、上記バインダープールを含む結合相の摩耗
による脱落が抑制され、ひいては結合相に保持されるＷＣ（硬質相）の脱落も抑制される
こととなって、チップ寿命が延長される。
　また上記添加材には、チップ製造時においてＷＣの粒子成長を抑制する作用があり、ま
た結合相の合金組織を種々の目的に応じ強化させ得る作用もあって、チップ硬度をさらに
高めることが可能になるとともに、耐摩耗性が顕著に向上される。
　特に、添加材としてＣｒを用いた場合には、ＷＣの粒子成長を抑制する作用や、Ｃｏと
ともに合金を形成することで結合相の強度を向上させる作用がより顕著に得られることか
ら、好ましい。
【００１９】
　このように、添加材を加えた超硬合金を用いることで、結合相量が多い掘削チップにお
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いても摩耗の進行が顕著に抑制されて、チップ寿命が延長される。
　特に、岩石等の地盤に対して打撃力、推力及び回転力により掘削孔を削孔するような建
設工具（掘削工具）においては、耐摩耗性と耐欠損性を高い水準で維持できる上記構成の
掘削チップが有効である。
【００２０】
　また、本発明の掘削チップにおいて、前記チップ本体の先端部の外面には、先端側へ向
けて凸となる断面凸曲線状の刃先面が形成され、前記刃先面の曲率半径Ｒの、前記チップ
本体の外径Ｄに対する比Ｒ／Ｄが、０．４５～０．５５の範囲内とされ、前記バインダー
プールは、前記チップ本体の先端部の外面からチップ内側へ向けた０．１Ｄ～０．１５Ｄ
ｍｍ以下の範囲では、顕微鏡視野における単位面積８００μｍ×１０００μｍあたりに２
０～２００個形成されていることとしてもよい。
【００２１】
　また、本発明の掘削チップにおいて、前記チップ本体の先端部の外面には、先端側へ向
けて凸となる断面凸曲線状の刃先面が形成され、前記刃先面の曲率半径Ｒの、前記チップ
本体の外径Ｄに対する比Ｒ／Ｄが、０．３０～０．４０の範囲内とされ、前記バインダー
プールは、前記チップ本体の先端部の外面からチップ内側へ向けた０．１Ｄ～０．１５Ｄ
ｍｍ以下の範囲では、顕微鏡視野における単位面積８００μｍ×１０００μｍあたりに２
０～２５０個形成されていることとしてもよい。
【００２２】
　また、本発明の掘削チップにおいて、前記チップ本体の先端部の外面には、先端側へ向
けて凸となる断面凸曲線状の刃先面が形成され、前記刃先面の曲率半径Ｒの、前記チップ
本体の外径Ｄに対する比Ｒ／Ｄが、０．２０～０．３０の範囲内とされ、前記バインダー
プールは、前記チップ本体の先端部の外面からチップ内側へ向けた０．１Ｄ～０．１５Ｄ
ｍｍ以下の範囲では、顕微鏡視野における単位面積８００μｍ×１０００μｍあたりに３
０～３００個形成されていることとしてもよい。
【００２３】
　上記したように、掘削チップの各形状（比Ｒ／Ｄ）に応じて、該掘削チップ先端部の顕
微鏡視野における単位面積あたりのバインダープール数が適宜設定されることにより、上
述した効果がより顕著に得られることとなる。
　具体的に、バインダープール数が上記範囲に満たない場合、掘削チップ全体が均質な組
織となる為、破壊靱性値（通称：Ｋ１Ｃ）のバラつきは少なくなる。つまり局所的にみて
も均質な硬度を得る事ができ、耐摩耗性については安定化する。しかしながら、打撃工具
である掘削工具の掘削チップにおいては、上記範囲に満たない場合は十分な耐欠損性を得
る事が難しく、上記範囲に達していることによって、不均一な組織が掘削チップの耐欠損
性を向上させるのに有利にはたらくようになっている。
　一方、バインダープール数が上記範囲を超える場合、掘削チップの外面（表面）に析出
するバインダープールが多くなり、掘削時に該バインダープールが剥離（脱落）する量が
増え、ＷＣを保持する力も衰えて結果的に耐摩耗性が低下するおそれがある。
　従って、バインダープール数の上記範囲が、このバランスを両立させられる好ましい範
囲である。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明の掘削チップ及びこれを用いた掘削工具によれば、掘削チップの先端部に、耐摩
耗性及び耐欠損性を高いレベルで両立させて付与することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】本発明の一実施形態に係る掘削チップを示す側面図である。
【図２】掘削チップの製造に用いるプレス成型機及びプレス成型工程を説明する図である
。
【図３】掘削チップの内部組織を模式的に表したイメージ図であり、（ａ）組織が均一化
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された状態、（ｂ）組織内部にポアが形成された状態、（ｃ）組織内部にバインダープー
ルが形成された状態、をそれぞれ示している。
【図４】掘削チップの内部組織を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００２６】
　以下、本発明の一実施形態に係る掘削チップ１及びこれを用いた掘削工具について、図
面を参照して説明する。
　本実施形態の掘削工具は、工具軸線回りに回転される柱状の工具本体（不図示）と、該
工具本体の工具先端面に突設された複数の掘削チップ１と、を有しており、前記掘削チッ
プ１に特別な構成を備えている。
【００２７】
　図１（ａ）～（ｃ）において、掘削チップ１は、柱状をなしＷＣ（炭化タングステン）
及びＣｏ（コバルト）を含んで作製された超硬合金製のチップ本体２を有しており、チッ
プ本体２の軸Ｏ方向に沿う先端部（刃先部４）は、先端側へ向かうに従い縮径するように
形成されている。本実施形態のチップ本体２には、上記ＷＣ及びＣｏ以外の成分として、
Ｃｒ（クロム）、Ｎｉ（ニッケル）、Ｖ（バナジウム）、Ｔａ（タンタル）、Ｎｂ（ニオ
ブ）、Ｔｉ（チタン）、Ｚｒ（ジルコニウム）、炭化物、複合炭化物から選択される少な
くとも１種以上の添加材が含まれている。尚、前記炭化物としては、例えばＣｒ３Ｃ２（
二炭化三クロム）、ＴｉＣ（炭化チタン）、ＺｒＣ（炭化ジルコニウム）等が挙げられる
。また、前記複合炭化物としては、例えばＴａＮｂＣ（炭化タンタル－ニオブ）等が挙げ
られる。
　ここで、本明細書においては、掘削チップ１において、チップ本体２の軸Ｏ方向に沿う
刃先部４側（図１（ａ）～（ｃ）における上側）を先端側、軸Ｏ方向に沿う刃先部４とは
反対側（図１（ａ）～（ｃ）における下側）を基端側という。また、軸Ｏ方向に直交する
方向を径方向といい、軸Ｏ回りに周回する方向を周方向という。
【００２８】
　チップ本体２は、全体として概略円柱状をなしており、工具本体に埋め込まれる円柱状
の胴部３と、該工具本体の工具先端面から突出されて岩石等の地盤を掘り込む刃先部４と
、これら胴部３と刃先部４との連結部分に形成される稜線部５と、を備えており、前記刃
先部４がチップ本体２の先端部となっている。
【００２９】
　図１（ａ）～（ｃ）に示される各チップ本体２の刃先部４の外面には、先端側へ向けて
凸となる断面凸曲線状の刃先面４ａが、それぞれ形成されている。
　具体的に、図１（ａ）における刃先部４は、先端側へ向けて凸となる半球状をなしてお
り、該刃先部４の外面には、半球面状の刃先面４ａが形成されている。
　また、図１（ｂ）における刃先部４は、その縦断面が先端側へ向けて凸となる放物線状
又は半楕円形状をなしており、該刃先部４の外面には、凸曲面状の刃先面４ａが形成され
ている。
　また、図１（ｃ）における刃先部４は、概略円錐状又は切頭円錐状をなすように形成さ
れており、該刃先部４の外面には、稜線部５から先端側へ向かうに従い漸次径方向の内側
へ向けて傾斜するテーパ面４ｂと、該テーパ面４ｂの先端側に配置されるとともに先端側
へ向けて凸となる半球面状の刃先面４ａと、が形成されている。
【００３０】
　図１（ａ）～（ｃ）に示される各掘削チップ１において、稜線部５から刃先部４が先端
側へ向けて突出する突出量（稜線部５と刃先面４ａの先端との間の軸Ｏ方向に沿う距離）
は、図１（ａ）、（ｂ）、（ｃ）の順に大きくされている。
　一方、刃先部４の刃先面４ａの曲率半径Ｒについては、図１（ａ）、（ｂ）、（ｃ）の
順に小さくされている。
【００３１】
　図１（ａ）の掘削チップ１における刃先部４の刃先面４ａの曲率半径Ｒの中心は、稜線
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部５の基端側に位置している。また図１（ａ）において、刃先面４ａの曲率半径Ｒの、チ
ップ本体２の外径Ｄに対する比Ｒ／Ｄは、０．４５～０．５５の範囲内とされている。
【００３２】
　図１（ｂ）の掘削チップ１における刃先部４の刃先面４ａの曲率半径Ｒの中心は、稜線
部５の先端側に位置している。また図１（ｂ）において、刃先面４ａの曲率半径Ｒの、チ
ップ本体２の外径Ｄに対する比Ｒ／Ｄは、０．３０～０．４０の範囲内とされている。
【００３３】
　図１（ｃ）の掘削チップ１における刃先部４の刃先面４ａの曲率半径Ｒの中心は、稜線
部５の先端側に位置している。また図１（ｃ）において、刃先面４ａの曲率半径Ｒの、チ
ップ本体２の外径Ｄに対する比Ｒ／Ｄは、０．２０～０．３０の範囲内とされている。
【００３４】
　また、図１（ａ）～（ｃ）において、チップ本体２の稜線部５は、その縦断面が刃先部
４の外面と胴部３の外周面との間で鈍角をなす概略凸Ｖ字状とされている。
【００３５】
　次に、掘削チップ１の製造方法について説明する。
　本実施形態の掘削チップ１は、原料作製工程、プレス成型工程、焼結工程を経て作製さ
れている。また、前記焼結工程には、一次焼結工程及びシンターＨＩＰ（Ｓ－ＨＩＰ）処
理工程又はＨＩＰ処理工程が含まれる。
【００３６】
　まず、原料作製工程では、上述したＷＣ、Ｃｏ及び添加材の各粉状体が混合・混練され
て、混合物とされる。尚、本実施形態では、焼結後の掘削チップ１における硬質相がＷＣ
、結合相がＣｏ基合金からなる超硬合金のうち、Ｃｏ基合金の含有量が３～２５質量％、
そのうちＣｒ含有量が０～２．５質量％となるように、上記混合物を作製した。
【００３７】
　次いで、プレス成型工程では、上記混合物をプレス加工して、上述したチップ本体２の
形状を有する圧粉体が成形される。
　図２に示されるように、プレス成型工程に用いられるプレス成型機１０は、円柱孔状の
貫通孔が形成されたダイ１１と、ダイ１１の前記貫通孔に上方から挿入される上パンチ１
２と、下方から挿入される下パンチ１３と、を備えている。これら上パンチ１２及び下パ
ンチ１３は、プレス成型で得られる圧粉体（チップ本体２）の軸Ｏに同軸とされた前記貫
通孔の中心軸方向に沿って、互いに進退移動（接近離間）可能とされている。
【００３８】
　上パンチ１２において下パンチ１３側を向く下面は、チップ本体２の基端面の形状に対
応して平面状に形成されている。また、下パンチ１３において上パンチ１２側を向く上面
は、チップ本体２の先端部（刃先部４）の外面形状に対応して凹曲面状に形成されている
。尚、これら下面及び上面の形状が、互いに反対であっても構わない。
　また図２の例では、下パンチ１３の上面形状が、図１（ａ）に示される掘削チップ１の
刃先部４形状に対応しているが、図１（ｂ）（ｃ）に示される他の掘削チップ１をプレス
成型する場合には、各刃先部４形状に対応した下パンチ１３の上面形状とされる。
【００３９】
　ここで、図２に示される矢印は、上パンチ１２と下パンチ１３とを接近移動させる向き
の外力（圧力）が、下パンチ１３の上面近傍で分散（拡散）されている状態を表している
。すなわち、チップ本体２の先端部（刃先部４）が、先端側へ向けて縮径する半球状等の
形状とされていることにより、プレス成型される圧粉体内の前記先端部でプレス圧が分散
されやすくなり、そのため該先端部の内部には複数の空隙（ポア）が形成されることにな
る。これらのポアは、長さが５～２５μｍ程度とされており、チップ本体２の先端部にお
ける外面近傍よりもそのチップ内側で単位面積あたりに含まれる数が少なくなるように形
成されている。
【００４０】
　次いで、焼結工程では、一次焼結工程及びＳ－ＨＩＰ処理工程又はＨＩＰ処理工程が行
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われる。
　具体的には、チップ本体２の先端部内に上記ポアが残るように一次焼結を行ったものに
対して、Ｓ－ＨＩＰ処理又はＨＩＰ処理（１２５０～１４００℃、１～１００ＭＰａ）を
施すことで、該チップ本体２内において軟質のＣｏを主成分とする結合相が、液状となり
又は塑性変形により、ポアをつぶすように該ポア内に移動（充満）させられる。
【００４１】
　ここで、図３（ａ）～（ｃ）に示されるものは、掘削チップ１の内部組織を模式的に表
すイメージ図である。本実施形態とは異なり従来のＳ－ＨＩＰのみにより焼結された掘削
チップにおいては、チップ内部の組織全体が、図３（ａ）のようにＷＣ（硬質相）とＣｏ
を主成分とする結合相とが規則的に配列され、組織が均一化されている。尚、本実施形態
においても、チップ本体２の胴部３については、プレス成型時の圧力の分散が少なくポア
が形成されにくいことから、焼結工程後においては図３（ａ）のように、硬質相と結合相
とが規則的に配列され、組織が均一化されている。
【００４２】
　一方、本実施形態におけるチップ本体２の先端部（刃先部４）については、一次焼結後
は図３（ｂ）のように組織中にポアが形成された状態となっている。この状態から、上記
Ｓ－ＨＩＰ処理又はＨＩＰ処理を施すことにより、ポア内に結合相が入り込むとともに該
ポアがつぶされることで、図３（ｃ）に２点鎖線（枠内）で示すバインダープール２０が
形成されることになる。
【００４３】
　このように作製された掘削チップ１において、チップ本体２の先端部には、Ｃｏを主成
分とし、長さが５～２５μｍとされたバインダープール２０が複数設けられ、前記先端部
の単位面積あたりに含まれるバインダープール２０の数は、該先端部における外面近傍よ
りもそのチップ内側で少なくされている。
　また、図３（ｃ）に示されるバインダープール２０からなる結合相部分は、図３（ａ）
～（ｃ）に示されるポアを置換していない一般的なＣｏ結合相部分に比べて、その形成領
域（スペース）が広くなっている。バインダープール２０はＷＣを含んでおらず、他の結
合相と略同等の硬度・靱性（組成）を有している。
【００４４】
　詳しくは、上記焼結工程を経て作製された掘削チップ１においては、ＷＣ（硬質相）と
バインダープール２０を含む結合相とが局所的に存在しているとともに、場所によって「
硬度が高い部分（耐摩耗性が大）」と「靭性が高い部分（耐欠損性が大）」とが存在して
おり、この構造は特にプレス圧のかかりにくいチップ先端部（刃先部４）に生じやすくな
っている。このＷＣとバインダープール２０の比率をチップの中で場所ごとに調整する事
で、建設工具（掘削工具）に適切な超硬チップを実現する事が可能となる。ここで前述の
ように、Ｃｏを強化する添加材を加えると、Ｃｏと添加材の合金プールとなりバインダー
プール２０が強化されて、掘削時に結合が断たれ難くなる。上記組織構造と添加材の効果
をあわせもつことによって、建設工具用の超硬合金として理想的な掘削チップ１を実現す
る事ができる。
【００４５】
　そして、図４（ａ）に示される掘削チップ１（上記比Ｒ／Ｄが０．４５～０．５５のも
の）において、バインダープール２０は、チップ本体２の先端部の外面からチップ内側へ
向けた０．１Ｄ（Ｄはチップ外径、以下同様）～０．１５Ｄｍｍ以下の範囲（つまり図４
（ａ）に符号Ｔ１で示す範囲であり、チップ先端部の外面（表面）から深さ０．１Ｄ～０
．１５Ｄｍｍまでの範囲内）では、例えば光学顕微鏡等の顕微鏡視野における単位面積８
００μｍ×１０００μｍあたりに２０～２００個形成されている。尚、望ましくは、上記
範囲Ｔ１は外面から深さ０．１２５Ｄｍｍまでの範囲内であり、この場合のバインダープ
ール２０の数は１５０個である。
　また図４（ａ）の掘削チップ１において、上記範囲Ｔ１よりもチップ内側に位置する範
囲Ｔ２は、その範囲Ｔ１との境界（つまり範囲Ｔ１のチップ内側の端縁）からチップ内側
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へ向けた０．１Ｄ～０．１５Ｄｍｍ以下の範囲であり、当該範囲Ｔ２においてバインダー
プール２０は、顕微鏡視野における単位面積８００μｍ×１０００μｍあたりに１０～１
５０個形成されている。尚、望ましくは、上記範囲Ｔ２は、上記範囲Ｔ１との境界から深
さ０．１２５Ｄｍｍまでの範囲内であり、この場合のバインダープール２０の数は１００
個である。
【００４６】
　また、図４（ｂ）に示される掘削チップ１（上記比Ｒ／Ｄが０．３０～０．４０のもの
）においては、バインダープール２０は、チップ本体２の先端部の外面からチップ内側へ
向けた０．１Ｄ～０．１５Ｄｍｍ以下の範囲（図４（ｂ）に符号Ｔ１で示す範囲）では、
顕微鏡視野における単位面積８００μｍ×１０００μｍあたりに２０～２５０個形成され
ている。尚、望ましくは、上記範囲Ｔ１は外面から深さ０．１２５Ｄｍｍまでの範囲内で
あり、この場合のバインダープール２０の数は２００個である。
　また図４（ｂ）の掘削チップ１において、上記範囲Ｔ１よりもチップ内側に位置する範
囲Ｔ２は、その範囲Ｔ１との境界からチップ内側へ向けた０．１Ｄ～０．１５Ｄｍｍ以下
の範囲であり、当該範囲Ｔ２においてバインダープール２０は、顕微鏡視野における単位
面積８００μｍ×１０００μｍあたりに１０～２００個形成されている。尚、望ましくは
、上記範囲Ｔ２は、上記範囲Ｔ１との境界から深さ０．１２５Ｄｍｍまでの範囲内であり
、この場合のバインダープール２０の数は１００個である。
【００４７】
　また、図４（ｃ）に示される掘削チップ１（上記比Ｒ／Ｄが０．２０～０．３０のもの
）においては、バインダープール２０は、チップ本体２の先端部の外面からチップ内側へ
向けた０．１Ｄ～０．１５Ｄｍｍ以下の範囲（図４（ｃ）に符号Ｔ１で示す範囲）では、
顕微鏡視野における単位面積８００μｍ×１０００μｍあたりに３０～３００個形成され
ている。尚、望ましくは、上記範囲Ｔ１は外面から深さ０．１２５Ｄｍｍまでの範囲内で
あり、この場合のバインダープール２０の数は２５０個である。
　また図４（ｃ）の掘削チップ１において、上記範囲Ｔ１よりもチップ内側に位置する範
囲Ｔ２は、その範囲Ｔ１との境界からチップ内側へ向けた０．１Ｄ～０．１５Ｄｍｍ以下
の範囲であり、当該範囲Ｔ２においてバインダープール２０は、顕微鏡視野における単位
面積８００μｍ×１０００μｍあたりに２０～２５０個形成されている。尚、望ましくは
、上記範囲Ｔ２は、上記範囲Ｔ１との境界から深さ０．１２５Ｄｍｍまでの範囲内であり
、この場合のバインダープール２０の数は１５０個である。
【００４８】
　尚、チップ本体２の先端部において単位面積あたりに含まれるバインダープール２０の
数は、該先端部の外面近傍からそのチップ内側へ向かって少なくされていることから、上
述した図４（ａ）～（ｃ）の各掘削チップ１においては、範囲Ｔ１に含まれる単位面積あ
たりのバインダープール２０の数が、そのチップ内側に位置する範囲Ｔ２に含まれる単位
面積あたりのバインダープール２０の数よりも、多くなっている。
【００４９】
　以上説明した本実施形態に係る掘削チップ１及びこれを用いた掘削工具によれば、掘削
チップ１の製造時に、チップ本体２の先端部にあえてポアを生じさせた上で、該ポアをＣ
ｏを主成分とする「バインダープール２０」に置き換えるという特別な構成（手法）を用
いたことにより、作製後の掘削チップ１に、耐摩耗性及び耐欠損性を高いレベルで付与す
ることが可能となった。
【００５０】
　このように、ポアを置換して（つぶして）バインダープール２０が形成されることで、
従来、ポアが起点となって生じていたチップ破損が顕著に抑制されることになる。さらに
、バインダープール２０は、軟質の結合相（軟質相）とされていることから、掘削時にお
ける打撃の衝撃吸収部、並びにチップ本体２の先端部（刃先部４）外面に生じたクラック
の進展抑止部として作用し、掘削チップ１の耐欠損性を顕著に向上させる。
　そして、顕微鏡視野における単位面積あたりに含まれるバインダープール２０の数が、
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チップ本体２の先端部における外面近傍よりもそのチップ内側で少なくされているので（
つまり前記外面近傍においてバインダープール２０の数が最大となっているので）、上述
した衝撃吸収部及びクラック進展抑止部としての作用が外面近傍で高められるとともに、
衝撃やクラックの進展がチップ内側に伝わることが顕著に抑制されて、掘削チップ１の耐
欠損性が大幅に向上される。
【００５１】
　また、バインダープール２０は、チップ本体２の先端部内において不規則に配置された
ポアに置き換わって形成されているから、該バインダープール２０以外の部位ではＷＣに
よる硬質相がやはり不規則な配置で形成されていて、これにより、チップ本体２の先端部
に高いレベルの硬度を付与することが容易となり（つまり硬度の最大値を高めやすくなり
）、この掘削チップ１は耐摩耗性にも優れたものとなっている。
【００５２】
　このように、本実施形態では、チップ本体２の先端部にあえてポアを生じさせるととも
に、該ポアをバインダープール２０に置き換えることで消失させ、これに伴いチップ内部
ではＷＣとＣｏとが不等間隔となるように不規則に配置され、組織も不均一化されて、チ
ップ組織中の各部で耐摩耗性及び耐欠損性の両特性が変化するような構成を有することに
なり、チップ全体として前記両特性を高い水準で維持することが可能になる。これにより
、掘削チップ１のうち特に掘削に寄与する先端部（刃先部４）において、所望の耐摩耗性
及び耐欠損性を付与することが容易となった。
【００５３】
　以上より、本実施形態の掘削チップ１及びこれを用いた掘削工具によれば、掘削チップ
１の先端部に、耐摩耗性及び耐欠損性を高いレベルで両立させて付与することができる。
【００５４】
　また、チップ本体２には、Ｃｒ、Ｎｉ、Ｖ、Ｔａ、Ｎｂ、Ｔｉ、Ｚｒ、炭化物、複合炭
化物から選択される少なくとも１種以上の添加材が含まれることから、下記の効果を奏す
る。
　すなわち、原料作製工程でチップ本体２の成分として添加元素や添加炭化物（添加材）
が加えられることで、作製後の掘削チップ１を構成する超硬合金の結合相はＣｏ基合金と
なり、その強度、耐食性等を向上させることが可能になる。
【００５５】
　具体的に、結合相の主元素（主成分）であるＣｏに、上記添加材から選択される少なく
とも１種以上が添加されることでＣｏ基合金が形成され、結合相を強化することが可能で
ある。このように結合相が強化されることで、上記バインダープール２０を含む結合相の
摩耗による脱落が抑制され、ひいては結合相に保持されるＷＣ（硬質相）の脱落も抑制さ
れることとなって、チップ寿命が延長される。
　また上記添加材には、チップ製造時においてＷＣの粒子成長を抑制する作用があり、ま
た結合相の合金組織を種々の目的に応じ強化させ得る作用もあって、チップ硬度をさらに
高めることが可能になるとともに、耐摩耗性が顕著に向上される。
　特に、添加材としてＣｒを用いた場合には、ＷＣの粒子成長を抑制する作用や、Ｃｏと
ともに合金を形成することで結合相の強度を向上させる作用がより顕著に得られることか
ら、好ましい。
【００５６】
　このように、添加材を加えた超硬合金を用いることで、結合相量が多い掘削チップ１に
おいても摩耗の進行が顕著に抑制されて、チップ寿命が延長される。
　特に、岩石等の地盤に対して打撃力、推力及び回転力により掘削孔を削孔するような建
設工具（掘削工具）においては、耐摩耗性と耐欠損性を高い水準で維持できる上記構成の
掘削チップ１が有効である。
【００５７】
　また、図４（ａ）～（ｃ）に示される各掘削チップ１の形状（比Ｒ／Ｄ）に応じて、該
掘削チップ１先端部の顕微鏡視野における単位面積あたりのバインダープール２０の数が
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、本実施形態で説明した上記範囲に適宜設定されることにより、上述した効果がより顕著
に得られることとなる。
　具体的に、バインダープール２０の数が上記範囲に満たない場合、掘削チップ１全体が
均質な組織となる為、破壊靱性値（通称：Ｋ１Ｃ）のバラつきは少なくなる。つまり局所
的にみても均質な硬度を得る事ができ、耐摩耗性については安定化する。しかしながら、
打撃工具である掘削工具の掘削チップ１においては、上記範囲に満たない場合は十分な耐
欠損性を得る事が難しく、上記範囲に達していることによって、不均一な組織が掘削チッ
プ１の耐欠損性を向上させるのに有利にはたらくようになっている。
　一方、バインダープール２０の数が上記範囲を超える場合、掘削チップ１の外面（表面
）に析出するバインダープール２０が多くなり、掘削時に該バインダープール２０が剥離
（脱落）する量が増え、ＷＣを保持する力も衰えて結果的に耐摩耗性が低下するおそれが
ある。
　従って、本実施形態で説明したバインダープール２０数の上記範囲が、このバランスを
両立させられる好ましい範囲である。
【００５８】
　尚、本発明は前述の実施形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範
囲において種々の変更を加えることが可能である。
【００５９】
　例えば、前述の実施形態では、チップ本体２にＣｒ、Ｎｉ、Ｖ、Ｔａ、Ｎｂ、Ｔｉ、Ｚ
ｒ、炭化物、複合炭化物から選択される少なくとも１種以上の添加材が含まれるとしたが
、添加材が含まれていなくてもよい。この場合、掘削チップ１には、Ｃｏのみ（不可避不
純物を除く）からなる結合相が形成されることになる。
【００６０】
　また、前述の実施形態では、光学顕微鏡視野における単位面積あたりのバインダープー
ル２０の数を用いて説明したが、これに限定されるものではなく、例えば電子顕微鏡等、
光学顕微鏡以外の顕微鏡視野における単位面積あたりのバインダープール２０の数であっ
てもよい。
【００６１】
　その他、本発明の趣旨から逸脱しない範囲において、前述の実施形態、変形例及び尚書
き等で説明した各構成（構成要素）を組み合わせてもよく、また、構成の付加、省略、置
換、その他の変更が可能である。また本発明は、前述した実施形態によって限定されるこ
とはなく、特許請求の範囲によってのみ限定される。
【符号の説明】
【００６２】
　１　掘削チップ
　２　チップ本体
　４　刃先部（先端部）
　４ａ　刃先面（先端部の外面）
　４ｂ　テーパ面（先端部の外面）
　２０　バインダープール
　Ｄ　掘削チップの外径
　Ｏ　軸方向
　Ｒ　刃先面の曲率半径
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